
 1 

スモンに対するはり、きゅう及びマッサージ治療研究事業実施要綱 

 

第１ 目 的 

   スモンにり患している者（以下「スモン患者」という。）に、はり、きゅう及びマ

ッサージ（以下「はり等」という。）を実施することにより、スモンに対するはり等

治療に関する研究を行うことを目的とする。 

 

第２ 実施主体 

   この事業の実施主体は埼玉県とする。 

 

第３ 対象患者 

   県内に住所を有するスモン患者であって、はり等による治療を希望するものとす

る。 

   ただし、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）、健康保険法（大正１１年

法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、国家公務員等共済組合法

（昭和３３年法律第１２８号）、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２

号）又は私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の被保険者又は被扶

養者であって、現に当該医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）のいずれかによるはり等に関する療養の給付又は療養費の支

給を受けている者並びに生活保護法によるはり等に関する医療扶助を受けている者

は除くものとする。 

 

第４ 事業の実施 

 １ 事業の実施は、知事が委託契約を締結した、あん摩マッサージ指圧師、はり師、

きゅう師等に関する法律（昭和２２年法律第２１７号）第９条の２に規定する施術

所（同法施行規則第２４条の２に規定する施術者を含む。以下「施術所」という。）

において、はり師、きゅう師及びあん摩マッサージ指圧師が、スモン患者に対し、

はり等の施術を実施することにより行うものとする。 

 

２ 知事は、前項に規定する施術所において、はり等の施術を受けたスモン患者に対

して「スモン総合対策について」（昭和５３年１１月２１日薬発第１５２７号通知）

に定められた額を支払うものとする。 

 ただし、施術に要した費用が、この金額に満たない場合は、当該要した費用とす

る。 
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３ スモン患者に対し、鍼通電方式（「スモン患者に対する鍼などの施術について」

の２「スモン調査研究班において試みられた鍼、鍼通電の方式」の（１）鍼通電を

いう。）によるはりを実施した施術所は、知事に対し、当該施術に関する研究報告

を行うものとし、知事は、当該研究所報告を行った施術所に対し、研究謝金として

１回につき３００円を支払うものとする。 

 

第５ 治療研究の期間 

   治療研究の期間は、同一患者につき、１年を限度とする。ただし、必要と認めら

れる場合はその期間を更新できるものとする。 

 

第６ 治療研究の申請 

  １ 治療研究の申請は、対象患者又はその扶養義務者（以下「申請者」という。）が、

スモン施術受給者証交付申請書（様式１号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事

に提出するものとする。 

（１）診断書 

（２）対象患者の住民票抄本 

 

  ２ 前項の規定にかかわらず、現に埼玉県特定疾患医療給付事業の適用を受けている

対象患者は、申請に際し、診断書及び住民票抄本の添付を省略することができるも

のとする。 

 

第７ 治療研究の決定等 

 １ 知事は、第６に定める申請書を受理したときは、速やかに内容を審査し、治療研

究の承認又は不承認の決定をするものとする。 

 

 ２ 知事は、前項の規定により治療研究の承認を決定したときは、スモン施術受給者

証（様式２号。以下「受給者証」という。）を申請者に交付するものとする。 

 

 ３ 知事は、第１項の規定により治療研究の不承認を決定したときは、スモンに対す

るはり等治療研究の不承認について（様式３号）により、申請者に通知するものと

する。 

 

第８ 受給者証の提示 

   対象患者が、はり等の施術を受けるとき、受給者証を委託施術所に提示するもの
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とする。 

第９ 受給者証の再交付 

   受給者証を紛失、破損又は汚損したときは、再交付を受けることができるものと

し、この場合申請者は、スモン施術受給者証再交付申請書（様式４号）に受給者証

を添えて（紛失した場合を除く。）知事に申請するものとする。 

第１０ 受給者証の返還 

    対象患者が次の各号の１に該当するときは、速やかに、知事に受給者証を返還

するものとする。 

（１）施術の必要がなくなったとき 

（２）受給者証の有効期間が満了したとき 

（３）県内に住所を有しなくなったとき 

 

第１１ 施術費等の請求及び支払 

  １ 施術費の請求は、原則としてスモン患者に対し、はり等を実施した施術所が、

その患者の了承を得、知事にスモン施術費請求書（様式５号）を提出することに

より行うものとする。 

 

   ２ 第４の３によるはりを実施した施術所は、知事に、スモンに対する鍼通電研究

報告書（様式６号）及びスモン研究謝金請求書（様式７号）を提出するものとす

る。 

 

   ３ 知事は、前２項の規定により、施術費等の請求書を受けたときは、その内容を

審査し適正なものと認めたときは、その施術費等を施術所に対し、速やかに支払

うものとする。 

 

第１２ 届出事項 

    申請者は、スモン施術受給者証再交付申請書の記載事項に変更があったときは、

スモン施術受給者証再交付申請書記載事項変更届（様式８号）に受給者証及びこ

れを証する書類を添えて速やかに知事に届出するものとする。 

 

    附 則 

  この要綱は、昭和５３年１２月１日から施行する。 

    附 則 

  この要綱は、昭和５４年６月１３日から適用する。 

    附 則 
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  １ この要綱は、昭和５５年１月１日から施行する。 

   ２ この要綱の施行日前までに、従前の規定によってなされた申請及びその他の手

続きは、この要綱の規定によってなされたものとみなす。 

    附 則 

  この要綱は、昭和５５年６月１８日から施行し、昭和５５年４月１日から適用する。 

 附 則 

  この要綱は、昭和５６年７月３日から施行し、昭和５６年４月１日から適用する。 

 附 則 

  この要綱は、昭和５６年１２月１９日から施行し、昭和５６年７月１日から適用す

る。 

 附 則 

  この要綱は、昭和５７年６月２５日から施行し、昭和５７年４月１日から適用する。 

 附 則 

  この要綱は、昭和５８年７月２日から施行し、昭和５８年４月１日から適用する。

ただし、第３については、昭和５８年２月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、昭和５９年１０月１日から施行する。ただし、国家公務員等共済組合

法の改正については、昭和５９年４月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、昭和５９年１１月２日から施行し、昭和５９年９月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、昭和６０年９月２０日から施行し、昭和６０年６月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、昭和６１年８月２７日から施行し、昭和６１年７月１日から適用する。 

    附 則 

   この要綱は、昭和６３年７月２５日から施行する。ただし、回数については、昭和

６３年４月１日から適用し、金額については、昭和６３年７月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、平成２年７月２０日から施行し、平成２年６月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、平成４年７月２０日から施行し、平成４年６月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、平成８年７月１９日から施行し、平成８年 6 月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、平成９年３月６日から施行し、平成９年４月１日から適用する。 
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    附 則 

  この要綱は、平成１０年４月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

    附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

 


